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はじめに
本論文は、『博士（経済学、論文博士）学位』（２００５年３月、中央大学）論文『第３セ
クターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研
究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイプの出現」の論文である。
本論文は、この博士論文を踏まえ、その後の動向などについては、本学２００５（平成１７）
年度特別研究費の研究助成を受けて加筆した論文である。特別研究費の助成に関しては、
前吉田邦夫学長はじめ、本学関係者に感謝する次第である。
本論文は、『公民連携・PPP（Public Private Partnership）の新潮流』の視点より、次の
４つの事例について、事業化の経緯、事業の特徴、問題点、課題、今後の方向などにつ
いて検証したものである。
　新潟県長岡市信濃川テクノポリス開発機構―テクノポリス構想を推進するため
公民連携により設立された公益法人―
　新潟県新潟市新潟観光コンベンション協会―観光振興を推進するため公民連携
により設立された公益法人―
　新潟県柏崎市新潟産業大学―大学設立時に施設整備事業費等を地元自治体が拠出
支援協力した例―
　新潟県柏崎市新潟工科大学―大学設立時に公民連携により財団法人を設立し、資
金を拠出支援した協力例―
Ⅰ　「公益法人型」の公社・第３セクター
「公益法人」とは、『民法』の第３４条に基づき、主務官庁（活動範囲により所管大臣の
認可か、都道府県知事の認可かのどちらかになる）の認可を受け設立される法人である。
総務省自治財政極地域企業経営企画室が２００３年（平成１５年）３月２７日に発表した、報
道資料「第三セクター等の状況に関する調査結果」によれば、２００２年（平成１４年）１月
１日現在で調査された最新の地方公社の設立状況については、地方公社総数は１０，１５９公
社である。このうち、民法法人は４，７６９法人で、このうち①財団法人は４，２４３法人、②社
団法人は５２６法人である。また、商法法人は３，７０７公社で、このうち①株式会社は３，４２２社、
②有限会社は２８５社である。土地開発公社や住宅供給公社等の特別法人である地方三公
社は１，６８３公社である。このうち、自治体の出捐が１００％全額出資法人は、民法法人は
２，３２５法人、商法法人は１３３法人の計２，４５８法人である。
したがって、２００２年調査時の全国の第３セクターの設立総数は、地方公社総数１０，１５９
公社のうち①特別法人である法定三公社１，６８３法人、②単独または複数の自治体が１００％
全額出捐・出資している自治体出資法人２，４５８法人合計４，１４１法人を除く残りの法人（商
法法人＋民法法人）であると定義され、その数は６，０１８法人、５９．２％に達すると推計され
る。
ちなみに、自治体の出捐・出資法人の中で商法法人は３，７０７公社あるが、このうち民間
企業等からの出資を得て設立された第３セクターは３，５７４法人で、第３セクターの設立
化率は９６．４％に達し、極めて高い割合を示す。一方、民法法人は４，７６９法人あるが、この
うち民間企業等からの出捐を得て設立された第３セクターは２，４４４法人で、第３セク
ターの設立化率は５１．２％と半数の５０％を超えている。
一般に、自治体が出資法人を設立する際には、商法法人形態の出資法人を設立する場
合では、民間企業等からの出資を得て設立される第３セクター方式を採用する場合ケー
スが極めて多いが、民法法人形態の出資法人を設立する場合においても民間より出資を
得て設立される第３セクター方式を採用するケースが多いことは注目すべき点である。
Ⅱ　新潟県長岡市信濃川テクノポリス開発機構―テクノポリス構想を推
進するため公民連携により設立された公益法人―
１　テクノポリス財団設立の背景と事業化の特長
　テクノポリス財団設立の背景
テクノポリスとは、「高度技術工業集積都市」を意味し、英語のテクノロジー（技術）
とギリシャ語のポリス（都市）を結びつけた造語である。
信濃川テクノポリス母都市の長岡市は、新潟県のほぼ中央に位置し、テクノポリスは
周辺の１５市町村から構成され、地域の中央部には信濃川が貫流し、構成市町村は信濃川
流域に含まれている。関越自動車道、北陸自動車道、上越新幹線の整備が進み、首都圏
と日本海沿岸地域との交通の要衝地である新潟県の交通の要として、大きな発展性を有
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している。
１９８０年（昭和５５年）３月、通産省は「８０年代の通商政策ビジョン」の中でテクノポリ
ス９０の建設構想が発表され、京浜、中京、阪神、北九州のいわゆる四大工業地帯以外の
地域に、新たに先端技術の集積を図り、産（先端産業）、学（学術研究期間）、住（住環
境）が一体となった潤いのある都市づくりを促進することとし、１９８３年（昭和５８年）７
月に「高度技術工業集積地域開発促進法」が制定された。信濃川テクノポリス開発機
構の所在地で、信濃川テクノポリス母都市の長岡市には、長岡ニュータウン建設、長岡
科学技術大学設置等、テクノポリスの核となりうる整備が進められていたことから、
１９８１年（昭和５６年）６月にテクノポリス建設調査地点に決定された。
この決定を受け、同年１１月に長岡市役所内にテクノポリス構想事務局が開設され、長
岡テクノポリス建設構想委員会並びに長岡新都市建設構想委員会が設置され協議が重ね
られ、１９８１年（昭和５７年）３月に発表された「長岡テクノポリス建設基本構想」におい
て、テクノポリス建設を促進する中核団体として、現財団の前身である長岡テクノポ
リス開発機構の設立が明示された（昭和５８年３月認可）。
長岡テクノポリス開発計画は、１９８４年（昭和５９）年３月に承認を受け、その後、高速
交通体系の整備が図られたことに伴い、１９８８年（昭和６３年）５月にテクノポリスの圏域
は信濃川流域の１５市町村に拡大され、１９９０年（平成２年）４月に財団の名称は信濃川テ
クノポリス開発機構に変更され現在に至っている。産、学、住に創、遊の機能を加えた
潤いのあるまちづくりを行うとともに、環日本海時代を先導する産業技術交流都市圏の
形成をめざす信濃川テクノポリスの建設を促進するため、企業の研究開発や起企業に対
する支援、技術者等の人材育成事業を行っている。
なお、全国２６ヵ所のテクノポリス指定地域のうちその大部分は、県外大企業の誘致を
核としてテクノポリスの建設をめざしているが、信濃川テクノポリスの場合は圏域内に
新潟県内の企業（約２万社）の２分の１が存在していたことから、地域に集積した既存
企業の各種技術の高度化を図る内発的展開を進めることになった。
　事業化の特徴
信濃川テクノポリスは産・学・官の協力のもと、圏域の持つ産業と高度技術の集積、
首都圏への近接性などの特質を高め、環日本海時代を先導する産業技術交流の中核とし
ての地位を確立すると同時に、国際的テクノポリスにふさわしいゆとりと快適性に富ん
だ生活環境づくりを進めていくことが目標とされた。
このように産業支援事業を進めるに際して「公平の原則」に基づき、等しく企業に対
し政策を伝えると同時に、地方自治法、地方財政法などの法律に準じ、民間の施設、資
金力を活用するという観点より公益法人型の第３セクター方式が採用されたわけである。
表１は、事業化の特徴についてとりまとめたものである。とりわけ、大学や企業との
連携、つまり「産・学・官」のリンクが重要となるために、第３セクター方式が有効で
あると判断されたことによるものである。
この財団法人の設立に際しては、基本財産の出捐については、新潟県と関係各市町
村のみから出捐金の供出がなされた。一方、各種の基金として設置された。①債務保
証基金、②技術振興基金の２つの基金の拠出については、民間団体・企業からの出捐を
受けるという形態が採られていることが大きな特徴である。
　財団の基本財産と各種基金の調達方法
この区分はあくまで財団の運営上のものである。基本財産は、県・市町村からのみの
出捐であるが、２つの基金については民間企業からの出捐がある。この点に関して、
信濃川テクノポリス開発機構は、基金づくりに関しては、広義の意味において第３セク
ター方式の形態を採っているといえる。
図１は基本財産および基金の設置状況を、表２は出捐者と出捐金の構成を示したもの
である。 
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表１　事業化の特徴
信濃川テクノポリス開発機構管理運営主体
信濃川テクノポリス開発機構施設整備事業主体
・県・市町村からの出捐金・基本財産の運用益
・市町村・民間企業からの債務保証基金の運用益
・県・市町村・民間企業からの技術振興基金の運用益
・県からの地域産業活性化基金の運用益
資金運営方法
長岡市より借地（無償）用地取得方法
長岡市従前の土地所有者
長岡市現在の土地所有者
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
（地域計画研究所、１９９８年）２２７頁
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　　　　　　　　 表２　基本財産および基金の設置状況 （金額単位：千円）
合　　計地 域 産 業活性化基金
技術振興
基　　金
債務保証
基　　金
基本財産
基　　金区　　分
１，０４０，０００６６０，０００２７０，０００－１１０，０００県
９２１，０００－４７２.０００１３５，０００３１４，０００市町村
３２８，１３０－２０８，１３０１２０，０００－民間企業
２５，０００－－２５，０００－基本財産果実組入
２，３１４，１３０６６０，０００９５０，１３０２８０，０００４２４，０００合計
出所：同上、２３１頁
（金額単位：百万円）図１　基本財産および基金の設置状況
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
（地域計画研究所、１９９８年）２２８頁
２　事業概要と施設概要
　事業概要
主たる事業は、次の７事業である。
①債務保証事業（企業等が高度技術の開発や新製品開発の研究のための資金を金融機
関から借り入れる際に、市町村が実施している低利融資制度の利用を前提に無担保で保
証する）、②研究開発支援指導事業（地域技術開発調査研究事業、地域技術開発研究事業）、
③人材育成事業（技術者等研修事業）、④技術情報推進事業（術情報提供事業）、⑤啓蒙
普及事業（テクノポリス推進懇談会）、⑥地域技術起業家推進事業（技術シーズ熟成事業、
起業家助成事業、地域技術波及促進事業）、⑦研究開発型企業育成支援事業。
　施設概要
信濃川テクノポリス開発機構は、長岡地域技術開発振興センター、長岡リサーチコ
アインキュベートセンター（NARIC）、研究施設棟の３施設を所有しており、圏域内企
業の、創造的な研究開発への取組、環境づくりの支援を行っている。
　長岡地域技術開発振興センター
①所有者　信濃川テクノポリス開発機構
②事業費　３０７，３００千円（機械設置２件　２５，８５０千円を含む）
③事業費の資金調達内訳
　・新潟県８３，０００千円　　・日本立地センター９０，０００千円
　・長岡市７５，０００千円　　・民間企業５９，０００千円
　長岡リサーチコアインキュベートセンター（NARIC）
①所有者　信濃川テクノポリス開発機構
②事業費　１８０，８９７千円
③事業費の資金調達の内訳
　・財団自己資金３９，８５６千円（国６，０２９千円：新潟県１，５０６千円：長岡市１，５０６千円）
　・借入金（北東公庫１２２，０００千円：北越銀行１０，０００千円）
　・補助金（国６，０２９千円：新潟県１，５０６千円：長岡市１，５０６千円）
　研究施設棟（ラボーナ）
①所有者　信濃川テクノポリス開発機構
②事業費　２０，０００千円
③事業費の資金調達の内訳：借入金（市中銀行）２０，０００千円
　財団の概要
財団の概要については、次に示すとおりである。
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①名　称：財団法人　信濃川テクノポリス機構
②所在地：〒９４０-２１　新潟県長岡市新産４丁目１番地９
③設　立：１９８３年（昭和５８年）３月３０日
④職員数：常務理事以下１３名
⑤運　営：国・県・市町村及び金融機関、民間企業からの出捐を基金とし、産業界・
公的機関の強力な支援のもとに運営されている。
３　経営・運営状況と地域への波及効果
　経営・運営状況
財団の事業運営については、全ての事業を基本財産と各種の基金の合計額約２３億
１，０００万円の基金の果実（利息収入）で運営することになっている。
しかしながら、近年、基金の増加が外部から期待できない状況にあるため、近年の低
金利状態では現実的に利息収入だけで一般管理運営業務と各種の事業運営を行うことは
困難な状況にある。そのため、職員の給与は出向元が負担するなど、人件費の圧縮など
の対策がとられている。また、事業運営については、財団の基金の果実（利息収入）の
みだけではなく、外部（県や企業）から受講料などの徴収により独立採算制で全て賄う
ように努めている。
　地域への波及効果
信濃川テクノポリスは、産・学・官の協力のもと、地域に蓄積された技術と高度技術
を結びつけ、地域企業の技術高度化を促進するとともに、立地条件を生かして高度技術
開発企業の導入を促進し、地域経済の活性化を図る。具体的には、学術・研究機関の強
化、国際的テクノポリスにふさわしいゆとりある生活環境づくり、地域産業の高度化・
外部からの技術導入による圏域内産業の高度集積化などを図っている。
　自治体や民間企業との関わり
信濃川テクノポリス開発機構の設置にあたっては、新潟県・長岡市および周辺市町村
から基本財産の出捐や基金の拠出など多大な財政支援を受けている。また、開発機構の
組織については、理事長は県知事、副理事長は長岡市長、理事会は市町村長（大学教授
を含む）により構成されているほか、事務局長は新潟県からの出向派遣者である。また、
企画・管理課、開発推進課などの職員には、企業側からの出向・派遣者が財団のアドバ
イザー的な役割を果たしている。
４　問題点と課題
基本的な問題点としては、次の３つに要約できる。
第１の問題点は、バブル崩壊後の金利低下により、重要な財源である基本財産と各種
基金約２３億１，０００万円の基金運用益（利息収入）の収入源だけでは、当初予定されていた
事業運営を行うことが極めて困難な状況にある。そのため、開発機構の財政運営は、県
や市町村からの種々の援助に頼りがちになり、いわゆる自主事業の実施が難しい点であ
る。
第２の問題点は、１９８４年（昭和５９年）に開設された長岡テクノポリス開発機構も早１５
年が経過し、当初の計画が適切であったかどうかなどの点でテクノポリス圏域の活性化
の中心となる開発機構自身が、再確認・再検討しなければならない時期にきている点で
ある。
第３の問題は、「産・学・官」のネットワークをさらに密接なものにしていくためには、
情報交換やノウハウの提供などをより素早く、かつ利用しやすくするため体系的に組織
やシステム構築などについて、より一層整備する必要がある点である。
５　今後の方向と展望
１９８４年（昭和５９年）に、長岡市を圏域とする「長岡テクノポリス開発構想〈世界にひ
らく技術と文化のまちづくり〉」がスタートして以来、１５年が経過した。従来、長岡地域
ではさまざまな産業が展開されてきた。産業集積としては、合成繊維、ニット、家具、
洋食器、ステンレス家庭用品・業務用品、作業工具、家電、情報機器、工作機械、建設
機械、農業機械、電子機器、機械部品、メッキ、プラスチック加工、ソフトウェアなど
多種多様で極めて多彩な製造業の事業分野の立地がみられる。工業統計的にみると、テ
クノポリス開発機構の発足時点と比べ、テクノポリス圏域の産業は、工業出荷額、不可
価値額などの各種の指標は、県全体の平均値の伸び率よりも高いことが特徴的である。
また、地域に立地している各大学や各企業などとの連携、あるいは「産・学・官」の
連携の面からみても、信濃川テクノポリス開発機構は、地域産業の振興の中枢的機能と
して極めて大きな役割を果たしているといえるが、全国他のテクノポリスと比較すると、
産業集積全体の伸び率は相対的にはまだ低いのが現状である。信濃川テクノポリス圏域
が、今後発展していくためにはテクノポリス開発機構がやるべきことは多々ある。
第１の問題の安定的な財源確保については、技術開発指導や技術普及セミナーなどの
開催による事業収入の増加を図ることが肝要である。この自主事業の事業収入の増加を
図ることにより、他の事業の推進・牽引役を果たしていくように工夫をすることが重要
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である。
第２の問題の計画の見直しについては、これまでさまざまな事業が展開されてきたが、
今後は第２期計画（１９９５年：平成７年度終了）の見直しを踏まえ、地元のニーズを的確
に把握した、第３期計画を立案しいかに実行するかということが大きなポイントとなる。
第３の問題点の情報交換や情報提供のより良い環境整備については、これからの情報
化社会において重要となるインターネットの導入が１９９５年（平成７年）に行われたが、
これを最大限に活用した事業化を図ることにより、これまでに構築された「産・学・官」
のネットワークの強化が促進されることが重要である。信濃川テクノポリス圏域の将来
発展については、これらの問題の克服・解決により、今後の飛躍が期待される。
Ⅱ　新潟県新潟市新潟観光コンベンション協会―観光振興を推進するた
め公民連携により設立された公益法人―
１　第３セクター方式の採用と財団設立の特徴
　地域概況
新潟は、東京首都圏から上越新幹線でわずか１００分の近距離に位置する。また、関越・
北陸自動車道および磐越自動車道（一部開通）などの高速交通体系の拡充により、近隣
都市への移動の利便性は極めて容易となった。陸路だけでなく、国内線５本・国際線４
本を有する空路も充実している。また、日本海の玄関にあたる新潟は、対岸貿易の中核
をなす経済・部釣るう・情報拠点としての機能も果たしている。
近年、日本と対岸諸国との交流は、一層活発化し、新潟港は日本海側における代表的
な国際貿易港として港湾機能の整備拡充が図られている。また、新潟は食の街として、
鮮な海の幸、山の幸、里の幸が豊富にあり、日本一旨いといわれるコシヒカリと地酒は
新潟の自慢である。新潟は２１世紀へ向け、着実に発展し続けている。
　「第３セクター」方式が採用された理由と財団設立の経緯
財団法人新潟観光コンベンション協会が第３セクター方式を採用された理由は、まず
第１に、出捐金（寄付金）の基本財産を安定的に運用することにより、事業の原資を安
定して確保できることになる。つまり、財政基盤の確保である。
第２に、法人化することにより、対外的な信用度の増大につながり、その結果として
会員の増加や会費の収入の増加につながるという点があげられる。この２つの理由から、
財団法人新潟観光コンベンション協会は、第３セクター方式による運営形態がとられる
ことになったのである。新潟観光コンベンション協会の設立経緯は、次のように要約
される。
１９８０年（昭和５５年）に新潟市、新潟市観光協会、日本ホテル協会がコンベンションの
経済効果に着目し任意に大会・会議の誘致を始めた。１９８６年（昭和６１年）に新潟市にコ
ンベンションビューローの設立を目指し、新潟市職員および青年会議所役員（以下、JC）
が、先進都市の金沢コンベンションビューローを視察。同年翌月、JCが「水の新潟２１
シンポジウム」と題し、個性豊かな都市づくりを目指したシンポジウムを主催。この席
上、JCはビューロー設立の必要性を提唱し、JCの理事長から新潟市長に対し、設立に
向けスケジュール案が手渡された。以来、JCは新潟県、新潟市、新潟商工会議所と
ビューロー設立準備会を組織し設立に関し検討をしてきた。
１９８８年（昭和６３年）３月に、運輸省の国際コンベンションシティ構想のもと、新潟市
においても指定を受けるべく急遽、任意団体として新潟コンベンションビューローを新
潟市役所商業観光課内に設立。同年４月に、新潟市が運輸省より国際コンベンションシ
ティに指定される。設立後、各界、各層の支援のもと、任意団体として新潟コンベン
ションビューローは事業を展開し、一定の成果をあげてきた。
しかし、任意団体設立当初から懸案であった対外的信用の確保と人的財政的安定化の
ため、ビューローの財団法人への改組の必要性の声が次第に大きくなり、ビューロー内
部でもその必要性が痛感された。
１９８９年（平成元年）に、ビューローでは「財団化推進ワーキンググループ」を組織し
財団設立のための方策を検討し始めた。グループの構成員は、新潟県及び新潟市観光課
職員、新潟商工会議所、新潟市観光協会、および JCである。このグループは、岐阜や浜
松の財団ビューローの視察のほか、計５回にわたり検討委員会を開催し、財団設立に向
けて討議した。１９８９年度（平成元年度）末にワーキンググループの討議により、ある程
度財団の骨格がまとまったところでワーキンググループは発展的に解散した。
１９９０年（平成２年）以降、ビューロー総会・理事会・運営委員会において、設立の進
捗状況、問題点を討議、１９９１年（平成３年）１０月３０日に、財団法人新潟コンベンション
ビューロー設立。１９９５年（平成７年）６月に、新潟市観光協会より合併を申し入れ、１９９６
年（平成８年）４月１日、新潟市観光協会と合併し、「財団法人新潟観光コンベンション
協会」として発足した。
　事業化の特徴
新潟観光コンベンション協会は、日本海側の拠点都市・新潟に国内外のコンベン
ション開催を積極的に誘致・支援することにより、新潟市とその周辺地域の観光および
コンベンションの振興を図り、国際相互理解の増進並びに地域経済の活性化、文化の向
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上を目的に設立された。
基本財産については、新潟県から５千万円、新潟市から３億円、他市町村から１０５万円、
団体・企業から６，９８８万円の出捐金を受け設立された第３セクターである。
表３は、事業化の特徴について図示したものである。
２　事業概要と財団の概要
　事業概要
主な事業内容は、次のとおりである。
①　観光客の誘致および受入（国内、海外観光誘致宣伝隊の派遣、旅行業者招聘事業、
誘致宣伝用パンフの作成、観光物産展開催事業、観光資源ライトアップ事業、観光
案内所の運営、新潟まつり・食の陣開催協力、各種催事、イベントの協賛・支援、
海浜環境整備事業、観光関連施設連絡会の運営）
②　コンベンションの誘致及び支援（首都圏・地元セールス、コンベンション主催者
招聘事業、地元主催者懇談会開催、第６回国際ミーティングエキスポシュ出展、コ
ンベンション誘致用パンフの作成、コンベンション施設管理者懇談会、外国人向け
記念品提供事業、コンベンション開催準備資金貸付、コンベンション開催相談およ
び各種支援、コンベンションボランティアの養成・派遣）
③　観光およびコンベンションに関する広報及び宣伝（首都圏向けラジオCM放送、観
光、コンベンション広告掲載、観光情報パンフの作成、ポートクィーン新潟の選出・
派遣、国際会議観光都市の意識啓発事業、観光写真コンクールの開催、観光カラー
名刺の作成、観光ポジフィルムの作成、機関紙の発行）
④　観光およびコンベンションの調査、企画及び開発（東北地区コンベンション推進
協議会参加、国際会議外国人参加者アンケート調査、各種セミナー、シンポジウム
への参加、広域観光戦略策定委員会の設置、コンベンション経済波及効果調査）
表３　事業化の特徴
新潟観光コンベンション協会管理運営主体
新潟観光コンベンション協会事業主体
・自治体、団体、企業からの出捐金
・賛助会費
・基本財産の利息（金融機関からの利息）
資金調達方法
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』
（地域計画研究所、１９９８年）２３７頁
⑤　観光およびコンベンションに関する情報の収集及び提供（コンベンション開催予
定表の作成、コンベンション実績表の作成、マンスリーコンベンション開催表の作成、
賛助会員の集い開催、観光、コンベンションデータベースの作成）
⑥　観光およびコンベンションに関する人材の育成及び啓発（観光写真セミナーの開
催、施設見学会の開催、伝統芸能の振興）
　財団の概要
財団の概要は、次のとおりである。
①名称：財団法人　新潟コンベンション協会
②設立：１９９１年（平成３年）１０月３０日　新潟コンベンションビューロー設立
その後、平成８年４月１日新潟市観光協会と合併し、新潟観光コンベン
ション協会と名称変更
③所在地：〒９５１　新潟市一番堀通町３番地１２　新潟市役所第１分館３Ｆ
④代表：会　長　長谷川義明（新潟市長）
理事長　中田　久蔵（新潟商工会議所　会頭）
⑤職員：１３名
事務局長（新潟市より出向）、企画調査部長（株式会社新潟交通より出向）、
事業推進部長（JR東日本新潟支社より出向）、外客誘致担当部長（日本交通
公社より出向）、新潟駅万代口観光案内センター
⑥運営：自治体、団体、企業からの出捐金（４２，１０３万円）
賛助会費（１，４０２万円：平成８年度当初）
金融機関の利息収入
　基本財産
基本財産は総額４億２，１０３万円である。内訳は次のとおりである（図２）。
新潟市　３０，０００万円　　　他市町村　１０５万円
新潟県　 ５，０００万円　　　民間　　６，９９８万円（団体：９、企業４１）
　資金調達
財団法人の基本財産の出捐構成については、①新潟県、新潟市、市町村など自治体か
らの出捐金の合計額は３億５，１０５万円、②５０団体・企業からの出捐金の合計額は６，９９８万
円である。なお、事業の実施にあたっては、①会員による賛助会費（３６８団体・企業：
１，４０２万円）、②基本財産の果実として金融機関からの利息収入などが充当されている。
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３　２００４年度の事業決算概況
　事業概要
２００４年度の事業報告より実施された主要な事業をあげると、次のようなものがある。
観光客の誘致および受入事業として、①国内観光キャンペーン事業、②観光案内所
の管理・運営事業（新潟駅万代口観光案内センター）、③大型バス駐車場管理・運営事業、
④新潟市観光情報館管理・運営、⑤外客誘致イベント支援、⑥広域観光ネットワーク、
⑦ライトアップ事業、⑧伝統芸能活用事業、⑨にいがたフェア開催協力。コンベン
ションの誘致および主催者に対する支援として、①コンベンションセールスの実施、②
第１４回国際ミーティングエキスポ（ime２００４）の出展、③コンベンション支援パンフレッ
ト作成、④コンベンション開催歓迎、⑤コンベンション開催支援、⑥コンベンションボ
ランティアの養成および派遣、⑦コンベンション開催助成、⑧コンベンション補助金制
度、⑨コンベンション開催準備資金の貸付。観光およびコンベンションに関する広報
および宣伝として、①機関誌の発行・配布、②ポートクイーン新潟の選出・派遣事業、
③観光写真コンクール、④観光カラー名刺作成事業、⑤観光情報パンフレット作成事業、
⑥ホームページによる情報発信力の強化、⑦観光客誘致用印刷物の作成、⑧新潟フレン
ズパーティー開催事業。観光およびコンベンションに関する調査、企画および開発、
①コンベンション経済波及効果アンケート調査の実施、②新潟みなとまち観光研究事業、
観光およびコンベンションに関する情報の収集および提供として、①コンベンション
開催予定表の作成および発行、人材育成・啓発事業として、①伝統芸能の振興、育成、
②賛助会員研修会。震災復興キャンペーンとして、①日本橋三越本店・新潟物産展に
図２　新潟観光コンベンション協会の出捐内訳
出所：前掲書、２３７頁
おいて観光 PRコーナー設置、②上越新幹線全線運転再開イベントへの参加、協力、③
「がんばってます !! にいがた」キャンペーンオープニングイベント参加、④「がんばっ
てます !! にいがた」東京キャンペーン参加（県観光協会主催）、⑤「新潟中越地震復興
支援ライブ」イベント参加（東京圏駅ビル開発主催）、⑥「がんばってます !! にいがた」
大阪キャンペーン参加（県観光協会主催）、⑦台湾・韓国観光ミッション派遣、⑧「がん
ばってます !! 新潟・庄内　早春キャンペーン」参加（JR新潟支社主催）、⑨「にいがた
淡麗・新潟酒の陣」協力（新潟県酒造組合主催）、⑩「がんばってます !! 新潟」新聞広
告掲載およびシールの作成。その他として、①日本開港５都市観光協議会、②理事会、
③評議員会、④新規加入賛助会員がある。
　決算概況
２００４年度の決算報告による収支は、表４のとおりである。
４　地域への波及効果と自治体・民間企業等との関わり
新潟観光コンベンション協会が各種の大会やコンベンションの誘致・開催などを積
極的に図ったことにより、ホテル・旅館を初め飲食業、交通など様々な業種の企業に対
して新しい需要創造の城が喚起された。その結果、新潟市全域の多額の消費需要の波及
がもたらされた。新潟市役所・新潟商工会議所より職員が出向・派遣されている。また、
新潟市長が会長を務めているほか、設立時に新潟県・新潟市より出捐金と新潟県関係市
町村より賛助会費として多額な財政支援を受けている。
一方、民間企業等からは、財団法人の設立時に、９団体４１企業より基本財産の出捐を
受けた。加えて、３６８団体・企業からは賛助会費（年会費）として、１，４０２万円の会費の
納付を受けている。また、JTB・JR 東日本・新潟交通より職員が出向派遣されている。
なお、首都圏及び主要都市への誘客セールスを旅客業、旅行業、宿泊業、観光施設等
の民間企業と新潟市が共同で実施している。
５　問題点と課題
従来、新潟市で大規模な会議を開催する場合には、会場規模に制約があるため分散会
場にならざるをえず、主催者および参加者へ負担を強いる形を余儀なくされてきた。そ
のため、新潟観光コンベンション協会では、分科会場として使用できる大中小の会議
室を多数備えた施設の整備を希望してきたが、万代島の再開発により長年の懸案であっ
たコンベンションホールやメッセなどの開催施設が可能な大規模施設が整備されたので、
大規模なイベントの開催や国際会議の開催などに対応が可能となった。
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表４　新潟観光コンベンション協会
平成１６年度 収支計算書総括表
平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで
（単位：円）
貸付金事業
特 別 会 計一般会計合　　計科　　目
Ⅰ　収入の部
３，１８１，０３２３，１８１，０３２１　基本財産運用収入
１２，７０５，０００１２，７０５，０００２　会費収入
１９，５８２，５６７１９，５８２，５６７３　事業収入
（３，７８６，２６７）（３，７８６，２６７）観光客誘致・受入事業
（６，３００，０００）（６，３００，０００）コンベンション誘致支援事業
（７，０１２，３００）（７，０１２，３００）広報宣伝事業
（２，４００，０００）（２，４００，０００）調査企画開発事業
（８４，０００）（８４，０００）人材育成・啓発事業
１３２，２５５，０００１３２，２５５，０００４　補助金収入
１７，３３３１７，３３３５　負担金収入
５４１６１，７７４１６１，８２８６　雑収入
３７，９７３，９８７３７，９７３，９８７７　特定預金取崩収入
１１，１９７，０００１１，１９７，０００８　償還金収入
１０，０００，０００５４１０，０００，０５４９　繰入金収入
２１，１９７，０５４２０５，８７６，７４７２２７，０７３，８０１当期収入合計
８０３，０００１６０，１１１９６３，１１１前期繰越収支差額
２２，０００，０５４２０６，０３６，８５８２２８，０３６，９１２　　　収入合計
Ⅱ　支出の部
１１５，９６９，０８１１１５，９６９，０８１１　事業費
（３８，５２０，９５３）（３８，５２０，９５３）観光客誘致・受入事業
（４２，９２９，８３５）（４２，９２９，８３５）コンベンション誘致・支援事業
（１９，５４７，１５９）（１９，５４７，１５９）広報宣伝事業
（２，７６９，８８１）（２，７６９，８８１）調査・企画開発事業
（２，５４１，５１２）（２，５４１，５１２）情報収集提供事業
（４，６６７，５８０）（４，６６７，５８０）人材育成・啓発事業
（４，９９２，１６１）（４，９９２，１６１）震災復興キャンペーン
７９，０９７，６６６７９，０９７，６６６２　管理費
６，０００，０００６，０００，０００３　貸付金支出
５４１０，０００，０００１０，０００，０５４４　繰入金支出
６，０００，０５４２０５，０６６，７４７２１１，０６６，８０１当期支出合計
１５，１９７，０００８１０，０００１６，００７，０００当期収支差額－
１６，０００，０００９７０，１１１１６，９７０，１１１次期繰越収支差額－
他方、会議参加者に対する観光利用の促進や観光ニーズに対する対応の問題がある。
新潟には有名な観光施設や名所などが数多くあるが、各地に点在している。新潟で会議
が開催される場合には、観光地の見学や観光施設の視察などには、参加客から高いニー
ズがある。そのため、点在している既存の観光施設のネットワーク化を図ることにより、
会議参加者のニーズに応えると同時に、他県にはみられない新潟の魅力を持つ観光施設
づくりを推進する必要がある。
６　今後の方向と展望
収益事業を実施する際には、一般に、民間がリーダーシップをとり進めていくことが
理想であるが、現在の日本の経済状況においてリストラ等の問題もあり、今一つ活力が
ない。したがって、資金的にも行政主導の形をとらざるをえない、という現状がある。
このような観点から、新潟観光コンベンション協会では、大中小の会議室を多数備
えた複合多機能施設を整備し、新潟で多くの会議・コンベンションが開催することによ
り、地域経済の活力を促進したい、と考えられていたが、その念願が叶ったわけである。
しかしながら、大中小の会議室を多数備えた施設を整備した場合には、経営採算的に
収支に見合うだけの稼働率が十分に確保できるかどうか、という大きな問題が残る。
したがって、このような経営問題を克服するため、会議だけではなく、各種のイベン
ト開催に対応できるような多目的な施設づくりが重要である。また、新潟には観光施設
や名所が数多くあるが、各地に点在している。観光、ビジネス、コンベンションなどで
新潟を訪れた来訪者に楽しんでもらえるよう魅力ある観光施設のネットワーク化を図る
ため、観光バスによる巡回コースを設けるなど、会議参加者へのサービスの提供方法を
工夫する必要がある。また、おいしい食べ物や地酒、きれいな海、自然、交通の便など
新潟の良いところを効果的に取り入れた観光施設の整備をすることは、新潟で多くの会
議を開催するための一つの条件として重要なポイントである。新潟ふるさと村などの既
存の施設と連携し、新たに施設を追加的に整備する方法も一例をして考えられよう。
新潟ふるさと村には、新潟の特産品があり、県外からの観光客やコンベンションで新
潟を訪れた人に大変喜ばれている。この新潟ふるさと村を中核施設とし、その周辺地域
にプールや温泉などの健康的な施設を整備することにより、子供から大人まで楽しめる
空間整備を行うことも一案として考えられる。身体を動かしてお腹がすいた後に、新潟
のおいしい食べ物や地酒で気分よくなってもらうという発想である。
他方、定期的実施される海外との交流会や文化交流などを通じ、一層国際化を推進す
る必要がある。特に、近年、注目されている環日本海経済圏とは頻繁に交流を行い、相
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互に発展していくことが大切である。日本海側最大の都市である新潟市が、これまで以
上に発展を遂げるには、様々な国との国際交流が重要である。新潟観光コンベンショ
ン協会が交流の窓口としての機能と役割を果たすことを期待したい。
Ⅲ　新潟県柏崎市新潟産業大学―大学設立時に施設整備事業費等を地元自
治体が寄付拠出支援協力した例―
１　柏崎学園ゾーンと大学設立の経緯
　柏崎学園ゾーン
新潟産業大学と新潟工科大学がある「柏崎学園ゾーン」は、柏崎市が永年にわたり、
「体育都市柏崎」として歴史的に展開されてきた背景と体育に対する独自の理論のもと、
国立社会体育大学の誘致活動を推進してきたことに併せて、石油、ガス、原子力のエネ
ルギーとの関わりの中で発展してきた土壌に支えられ、文化性の高い都市づくりの拠点
として高等教育機関と各種研究・研修施設を誘導する施設整備ゾーンとして、「柏崎学
園ゾーン」が設定され、１９７９年（昭和５４年）学園ライブラリーに登録され、高等教育機
関の誘致実現による学園文化都市づくりが図られてきた。現在、学園ゾーン内には、公
私協力方式による新潟産業大学が、１９８８年（昭和６３年）４月に開学し、経済学部経済学
科が開設された。その後、１９９４年（平成６年）４月に、同大学に人文学部環日本海文化
学科が開設された。
また、１９９５年（平成７年）４月には、県内産業界が中心となり設立が提唱された。新
潟工科大学が開学した。その後、同大学では、大学院修士課程および博士課程が設置さ
れた。
このように、両大学は、環日本海時代にふさわしい人材育成の場として、また地域経
済の発展を担う産業人を育成する高等教育機関として期待されている。
　大学設立の経緯とその特徴
新潟産業大学の設立構想については、１９８２年（昭和５７年）７月、国土庁と新潟県柏崎
市の共同で「柏崎学園都市地区基本計画策定調査」が実施され、その調査報告書を受け、
翌年１０月に、学校法人柏専学院の理事会において、「柏崎市長期発展計画」と「四年制大
学の設置」について協議されたことに端を発している。
１９８６年（昭和６１年）７月、学校法人柏専学院理事会および評議会において、四年制大
学の名称は「新潟産業大学」と決定された。
その後、１９８７年（昭和６２年）１２月には、「新潟産業大学設置認可書」および「学校法人
柏専学院寄付行為変更認可書」が文部省に受理され、その翌年１９８８年（昭和６３年）４月
に、新潟産業大学に経済学部経済学科が、【波動－学問の伝承】を理念に開学した。
次いで、人文学部の設置は、１９９２年（平成４年４月）理事会において、人文学部環日
本海文化学科の設置が承認され、翌年１９９３年（平成５年）２１月、「新潟産業大学人文学部
設置認可書」および「学校法人柏専学院寄付行為変更認可書」が文部省に受理され、１９９３
年（平成６年）４月に「人文学部環日本海文化学科」が開設された。
図３は、大学設置の経過について、図示したものである。
さらに２００４年（平成１６年）４月には、経済学部産業学科の新設および大学院修士課程
が設置された。
新潟産業大学を運営している母体の学校法人は、「学校法人柏専学院」である。この学
校法人柏専学院は、１９５１年（昭和２６年）３月に財団法人柏専学院が組織変更されたもので、
新潟産業大学と新潟産業大学附属高校の２校を擁し、教育事業を行っている。
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図３　新潟産業大学の設立過程
出所：出井信夫編著『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№１』
（地域計画研究所、１９９６年）８４頁
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　大学設立における資金調達の特徴
ちなみに、新潟産業大学の土地は、学校法人柏専学院の自己所有地である。また施設
建物も、全て自己所有である。土地・建物とも、運営管理は学校法人柏専学院が行って
いる。
大学施設整備の資金については、１９８８年（昭和６３年）４月の開学時には、柏崎市から
２２億円、新潟県から６億円が出捐・寄付されている。加えて、柏崎市周辺の高柳町、小
国町、西山町、刈羽村、出雲崎町の刈羽郡の関係各町村より合計１千万円が出捐・寄付
されている。
また、人文学部設置の際の所要資金合計額は１４億３千万円である。そのうち、約２分
の１の７億３千万円は、柏専学院の自己資金である。なお、残りの７億円については、
柏崎市から４億５千万円、新潟県から２億５千万円が出捐・寄付されている。
　大学のシンボルマークと理念
新潟産業大学のシンボルマークとしては、【Ｓ字形の波】が表されている。また、同時
に、ニューウェイブやスピリットを表すとともに、大学の精神の高揚が示されている。
なお、【Ｓ字の三層構造】については、「System」（システム的な思考）、「Study」（研究）、
「Student」（学生）を讃えることを表している。
２　新潟産業大学のカリキュラムの特徴と学生状況
　経済学部：より実践的なカリキュラム
新潟産業大学経済学部では、今日の産業経済社会を〈国際化〉〈情報化〉〈高度技術化〉
〈地域経済活性化〉の４つのタームで読み解き、それに対応する人材を育成するため、
【より実践的なカリキュラムが】編成されている。これまでの伝統的な経済学にとどま
らず、数理性、実証性を重視した新しい経済学を中心に、法律、経営、商業、コンピュー
タに関する教科目も重視されている。
また、高度情報技術社会に対応するため、工学的アプローチも積極的に行われている。
新入生はパソコン実習が必修科目とされているが、学内に設置された多数のパソコンは
学生の自習に利用されるなど、情報関連教科目に力が注がれていることが大きな特徴で
ある。
　人文学部：近隣諸国の言葉と文化を徹底教育
人文学部のカリキュラムの特徴、徹底した語学教育にある。必修単位の半数近くは、
語学関連の科目である。語学教育については、語学の習得にとどまらず、その国の文化
風習を学び、生きた生活感情の理解を目指していることが特徴である。また、留学生に
限らず、重要視されているのは、正確な日本語を学ぶとともに、日本文化を学ぶ点であ
る。そのため、人文学部では、文学、和歌俳句、日本が、茶道、柔道、空手など、日本
の伝統文化を学ぶことができるように、これらの科目をカリキュラムに導入している。
このような観点より、わが国と日本海を取り巻く諸外国間で自由に文化交流や経済交
流ができるよう、学生の育成を目指している。
　学生状況と卒業整数
２００３年（平成１５年）４月１日現在、経済学部および人文学部の学生定員は、経済学部
２５０名、人文学部１５０名である。経済学部では、平成１６年度に産業学科が新設されること
に伴い、経済学科１５０名、産業学科１００名となる。また人文学部の定員は、２００４年度（平成
１６年度）から１学年１５０名から１２０名に変更される。また経済学部および人文学部の卒業
生は、開学以来累計すると、合計４，０００名を超える。
　就職状況
新潟産業大学では、２年生の夏休みから公務員講座が開設され、また３年生の４月に
は最初の就職ガイダンスが行われるなど、早い時期から就職活動対策に力が注がれてい
る。
その結果、毎年度高い就職内定率を誇っていることが大きな特徴となっている。
近年、就職氷河期といわれ、新卒者の就職は困難な状況にあるが、２００２年度（平成１４
年度）末では、男女とも９０％を超え、全国の大学平均値に比べても、高い就職内定率を
誇っている。
３　施設概要と大学概況
　施設面積
新潟産業大学の校地は、総面積６２，８９９㎡である。そのうち、校舎敷地面積は１８，０９７㎡、
運動場用地が１３，５５５㎡である。校舎の総面積は１３，４７０㎡である。そのうち、図書館や講
堂のある本館の面積は８，３０１㎡ である。また、１９９４年（平成６年）４月に開設された人
文学部棟のＡ号館は３，０５５㎡である。
　大学の概要
２００５年（平成１７年）４月１日現在、大学の概要は次のとおりである（表５）。 
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４　地域への波及効果と自治体・企業との関わり
まず第１に、地域経済の活性化に対する地域貢献の高さがあげられる。大学の施設建
設時には、地元の建設会社へ工事を発注するなど、労働者へ労働の場を提供してきた。
また、学内に導入した設備や諸機材（例：実習で使用するコンピュータなど）などは、
地元の企業から購入している。また、学生は新潟県内にとどまらず、新潟県以外の他県
より多数の学生が入学し、多数の学生が市内に居住していることに加えて、毎年度１００名
を超える留学生が在籍数している関係から、市内に居住している学生の日常的な消費購
買力は相当額に達する、と予想される。
第２には、卒業生は、時代に適応した人材が多数輩出されている点である。卒業生は、
有為な人材を地元企業に供給してするという観点より、地元企業に大いに貢献している。
また日常的には、在学生のアルバイト等により若年労働力の供給源として貴重な存在と
して高く評価されている。他方、新潟産業大学は付属高校を擁していることから、地元
より一定数の高校生を受け入れるなど、地域における教育水準の高水準化に対する貢献
度は極めて大きい。新潟産業大学の設立に際しては、新潟県および柏崎市また周辺の関
係市町村より、大学開学時に、相当額の事業費の支援を受けているほか、人文学部開設
　　　　　　 表５　新潟産業大学の概要 ２００５．４．１現在
新潟産業大学
柏崎市軽井川４７３０所在地
学校法人　柏専学院法人名
竹内　明眸理事長
内田　安三学長
教職員数（専任）
教員数
２６名経済学部
１６名人文学部
５名研究所
３９名事務職員
学生数
７４０名経済学部
３４４名人文学部
新潟県・柏崎市・刈羽郡内の市町村出捐者・寄付者
出所：前掲書、８６頁より作成
に際しても事業費の支援を受けていることから、新潟県や柏崎市などが主催する講演会
や市民大学講座等の開催など、県民や市民の生涯学習に対する高まるニーズに対応し、
関係する教科の専任教員を講師として派遣するなど、協力体制を強化している。
また学内施設・備品などの購入については、地元企業から優先的に購入するなど、消
費購買力の面より貢献している。他方、在学は日常的にはアルバイトなどにより、また
卒業生は地元企業へ就職するなど、質の高い有為な人材の提供を図ることにより、地域
社会へ貢献している。
５　問題点と課題
新潟産業大学は、これからのわが国の経済界、産業界を担う人材の高等教育機関とし
て社会貢献をしていくため、創造性を養い広い視野を持つ人材を育成すると同時に、現
実の社会・産業・経営等の仕組みを、いかに合理的・効率的に、人間のために用いるべ
きかというように、システム的・創造的・実際的・実務的な研究を重視する中で、若者
にとっても大いに魅力があるというように、地域社会に貢献しうる大学を目指している。
また、新潟産業大学で重要なテーマとして重要視されている「環日本海時代の幕開け」
という時代に対応し得るため、外国語の言語・文化とともに、併せて日本の文化も学ぶ
ことにより真の国際人となるように人材育成に大きな力を注いでいる。
しかしながら、実際には、留学生が多いにも関わらず、当初予定されていたように日
本人学生との交流は期待されたほどには活発ではない面がみられる。留学生の地域への
密着度についても、いま一歩、積極性に欠ける面がみられるなど、今後の改善が必要で
ある。
今後は、学生間同士の交流を積極的に行うと同時に、地域における国際化に協力する
ことが重要な課題である。
６　今後の方向と展望
新潟産業大学では、今後の「国際化」時代に対応した有為な人材を育成するため、海
外の大学と提携し、短期留学制度を設けている。今後は、真の国際化を目指すために大
学内だけにとどまらず、地域との間で草の根レベルにおける人的・文化的交流を深めて
いくが必要である。そのためには、学生自身がもっと「国際化」の意味を理解する一方、
大学がその手助けを支援する方向で協力していくことが重要である。
また、「地域における大学」として、大学の資産である教職員の専門的な知識や見識な
どを有効に活用できるような体制を整えるとともに、今後ともより一層教職員や学生と
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地元との交流・連携を深める中で、地域に密着した大学として、地域社会に貢献できる
有益な人材を多数育成・輩出していくことが強く望まれている。
今後とも、学園ゾーンでは、高等教育や人材育成の充実、産業支援面の拡充など重要
な役割を担うことが期待されているので、行政機関のみならず、民間企業等の関係機関
などとの関係をより密接にし、施設整備やそれらの施設のネットワーク化を図るなど、
ハード面とソフト面の両面から、地域との密接な連携が図られることが期待されている。
Ⅳ　新潟県柏崎市新潟工科大学―大学設立時に公民連携により財団法人を
設立し、資金を提供拠出支援した協力例―
１　大学設立の経緯と特徴
新潟工科大学は、新潟県内の中小企業では、優秀な人材をなかなか確保できにくいた
め、将来の会社の存続と発展に対して強い危機感を抱いていたこと、また円高などの影
響を受けて生産拠点の海外への移転が急ピッチで進む中で、日本の高度に円熟した技術
が空洞化してしまうことを憂慮して、新潟県内の中小企業を中心に新潟県内の大手企業
や新潟県に進出している大企業をも巻き込み、「原点に帰った実務教育を行い、優秀な技
術者を県内企業に輩出できるように、人材育成・人材養成の場を自らの手で作りたい」
という強い信念のもとに、技術系の大学を設立するため設立同盟会が結成されたことに
端を発する。
１９９０年（平成２年）９月２０日、新潟県内の中小企業の社長が中心となり、「新潟工科
大学設立同盟会」が設立された。民間企業・団体側では大学設立のための資金が拠出さ
れる一方で、大学設立基金への募金の呼びかけなど、積極的に支援活動が展開された。
このような民間企業・団体等、大学設立同盟会の熱意に対し、新潟県をはじめ柏崎市、
新潟県内の多数の市町村の賛同を得ることができた。
このように、民間企業の提唱に対して行政が全面的に協力支援するという形態は、新
しいタイプの「公私協力方式・事業連携方式」の形態であるといえる。
１９９１年（平成３年）７月３日に、大学設置場所が柏崎市学園ゾーンに決定されると同
時に、同年７月２２日には、新潟工科大学設立推進協議会が設置された。また、１９９２年（平
成４年）１２月２１日には、「財団法人・新潟工科大学設立準備財団」が設立された。
その後、１９９４年（平成６年）１２月２１日に、文部省より大学設置および学校法人寄付行
為が認可され、１９９５年（平成７年）４月１日新潟工科大学が開学された。
新潟工科大学は、他の私学の多くにみられるように、特定のオーナー経営者を中心に
設立された大学ではなく、県内の中小企業の会社社長たちの熱意、また新潟県、県内市
町村をはじめとする、多くの県民の情熱が一つになり設立された大学である。その結果、
大学設置の目標とされていた設置財源１３０億円を超える浄財が募られ大学が設立された。
戦後、多くの私立大学が設立されてきたが、このような経緯により設立された大学は、
全国的にみてもほとんど他に例をみない特異なケースである。と同時に、新潟県では、
このように産業界が業種や規模の壁を越えて、一つの目標に向かい結束したことはこれ
までにない、初めての事例である。
新潟工科大学では、開学後も、同大学の設立を推進支援してきた「新潟工科大学設立
同盟会」が発展的に解消され、新たな組織として「新潟工科大学産学交流会」が設立さ
れ、同会がその意志を引き継ぎ支援活動が行われている。新潟工科大学産学交流会では、
大学生を関係企業等に実習生として受け入れる「インターンシップ制の採用」のほか、
卒業生の就職に対しても、自分たちの手で設立した大学であるという意識から、多角的
な支援活動が続けられている。図４は、新潟工科大学の設立経過を図示したものである。
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図４　新潟工科大学の設立過程
出所：前掲書、９３頁
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２　新潟工科大学の概要
　新潟工科大学のシンボルマーク
新潟工科大学のシンボルマークの中心に描かれたアーチには、宇宙と人類の知恵が表
現されている。上に伸びる三本のラインは、地域・日本・世界と、人間性・創造性・向
上心という、新潟工科大学の理念を表している。これらが一つになって大空に向かって
大きくひきしぼられた弓と矢の形に見える。大学と学生の高いアンビションの象徴であ
る。
また、学内には、新潟県工科大学と学生の上昇をイメージした、高さ３３ｍのシンボル
タワーがある。このタワーを構成する素材には、４つの学科をシンボライズする物が使
用され、大学のシンボルタワー「立体ポールトラスト」は、（バイオ、物質システム工学
科）を、「クリスタル」は（光の塔、情報電子工学科）を、「素材感」は（メカニック、
機械制御システム工学科）を、「ランドマーク」は（シンボル性、建築学科）をそれぞれ
イメージしている。
　カリキュラムの概要
新潟工科大学では、新しい工学教育に必要な全ての学術の根となる基礎、知識を屈強
な幹にする実践、枝葉をのびのびと広げるための均衡の三つを重視している。加速度的
に進化する科学技術を的確にとらえるには、その土台となる基礎をしっかりさせる必要
がある。その基礎を応用し、アイディアを形にしていくために実験・実習やさまざまな
研修を通して実践が欠かせない。幅広い専門知識と、専門外の関係領域にも柔軟に対応
できる知識の習得は、間違いなく役立つといえる。
カリキュラムの特徴は、グループ教育、課外海外研究、工場実習、企業との共同研究
などがある。また、国際的な技術交流の促進の必要性から外国語教育にも力を要れ、環
日本海を代表する工科大学として、ロシア語、中国語、ハングルといった、対岸諸国の
語学も学ぶことになっている。そのほか、専門分野を３～４領域に分けて、全領域から
学習目的にふさわしい組合せを選択する「講座性」が採用されている。このシステムに
より、学生は自分の望む専門分野を系統だて学ぶことができるとともに、関連分野につ
いても、バランスよく履修することが可能となる。
また、２０００年度（平成１２年度）からは隣接に立地する新潟産業大学との間で相互に単
位の互換性が実施されるなど、教育・カリキュラムの充実が図られている。
３　施設概要と大学概況
　施設面積
新潟工科大学の校地は、総面積１７６，９５２㎡ である。そのうち、校舎敷地面積は２０，１３５
㎡ 運動用敷地が２５，８４０㎡ となっている。校舎などの総面積は１９，８０３㎡ で、講義室のほ
か、工場等やゲストハウスなどがある。
　所有形態
新潟工科大学の土地は、学校法人新潟工科大学の所有地が約５割である。また、残り
の５割については柏崎市有地であり、柏崎市から無償借地している。
施設建物については、全て自己所有である。土地・建物とも、運営管理は学校法人新
潟工科大学が行っている。
　施設整備費
新潟工科大学の施設整備費は、土地造成日及び建築費の合計額は８１億２，６０３,１千円であ
る。
また、機械・器具備品、図書費等の設備・備品の合計額は３１億９，９００万円である。
　資金調達
１９９５年（平成７年）４月の開学時の施設整備費は、約１３０億円である。このうち、同盟
開会員企業（約５００社）と県内外の企業や個人からの寄付金（２，５００件）は２６億円、新潟
県からの出捐・寄付が５３億４千８百万円、県内の関係各市町村からの出捐・寄付の合計
額は５０億９千６百万円となっている。
なお、この市町村の出捐・寄付金の内訳については、一般に公開されていない。
　大学の概要
大学の概要は、次のとおりである（表６）。
　学生の状況
２００３年（平成１５年）４月１日現在、学生の定員については、それぞれ物質生物システ
ム工学科は５０名、情報電子工学科は８０名、機械制御システム工学科は６０名、建築学科は
５０名である。また卒業生は、開学依頼累計すると、学部は１，３５０名、大学院（MC・DC）
は５５名に達する。
　大学院の設置
１９９９年（平成１１年）３月、第１期入学生が卒業するにあたり、大学院の設置が準備さ
れ、第１期生の卒業と同時に、大学院修士課程が開設された。また、大学院の修士課程
が終了した２００１年（平成１３年）には博士課程が開設され、一段と研究教育体制の整備さ
れている。
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４　地域への波及効果と自治体・企業との関わり
新潟工科大学の学生の生活や消費活動については、新潟産業大学とほぼ同様である。
新潟工科大学では、柏崎市民を対象に公開講座の実施や講演会の開催に力を注いでい
る。また、産学の共同による技術開発を行うため、インキュベータ施設（企業の育成・
支援施設）を設置し、地元企業からの技術相談などに応じられるようきめ細かな体制が
整えられている。
新潟県や大学所在地の柏崎市、また周辺関係市町村から多額の設置財源支援（寄付金）
を受けるほか、柏崎市からは大学用地の無償提供を受けるなど、新潟県・柏崎市および
周辺市町村から開学時に財政的に多大な支援を受けている。また柏崎市からは、周辺環
境施設等の整備（上下水道、ガス、排水路など）のほか、柏崎市長が理事に就任するな
ど、物的・人的支援を受けている。設立同盟会では、多額な大学設置財源を確保するた
め、寄付金の募集活動を中心とした協力・支援がなされてきた。
現在、この同盟会は改組転換され、産学交流会として再結成され、地元企業へのイン
ターンシップの実習生の受け入、卒業生に対する就職斡旋活動など、さまざまな観点よ
り大学への支援活動が行われている。
　　　　　　 表６　新潟工科大学の概要 ２００５．４．１現在
新潟工科大学
柏崎市大字藤橋１７１９所在地
学校法人　新潟工科大学法人名
永井　淳夫理事長
丹野　頼元学長
教職員数（専任）
教員数
 　５０名工学部
 　３４名事務職員
学生数
１，０５９名工学部
 　３５名大学院（MC・DC）
新潟県・柏崎市・ほか県内市町村出捐者・寄付者
県内外の民間企業等（個人を含む）
出所：前掲書、９５頁より作成
５　問題点と課題
新潟工科大学は、県内始めての工業大学として地元産業界より大きな期待が寄せられ
ている。その背景には、大学の設立にあたり、行政からの多額な出捐・寄付金だけでは
なく、民間企業など、県内外の約５００の企業が大学設立に賛同し、寄付金を拠出し、大学
運営を支えていることからもその期待の大きさがわかる。
このように協力・支援してき地域社会や企業の期待に対して十分に答えるためにも、
建学の精神である「未知の分野に果敢に挑戦する想像豊かな人材の育成」を図ることが、
新潟工科大学に与えられた使命である。
６　今後の方向と展望
新潟工科大学は、新潟県内の多くの企業から、優秀な人材の育成・県内企業への輩出
を期待されて設立された大学である。それに応えるため、新潟工科大学では、「物造りの
視点を重視した工学教育」を通じて、未知の分野に果敢に挑戦する創造性豊かな人材の
育成を目指している。１９９９年（平成１１年）３月に、初めての卒業生が社会に巣立ち、そ
の後も県内企業への就職指導が積極的に行われる中で、県内企業や県民の期待に十分に
応えることができる人材の輩出が望まれている。
今後とも、充実した施設を十分に活用し、どれだけ有為で優秀な人材が育成できるか、
真価が問われている。大学は、優れた教職員の確保し、その教育指導のもと、学生の薫
陶育成を図る一方、学生側はその期待に応えるべく絶えず努力をしていく必要がある。
（注）
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していた
だいた資料・データをもとに執筆している。
　新潟県長岡市信濃川テクノポリス開発機構の事例については、①出井信夫編著
『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』（地域計画研究所、１９９８
年３月）の２部４章「新しいタイプの公私協力方式による第３セクター方式」２２５-
２３４頁。②博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―
実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイ
プの出現」の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成
を受けて加筆した論文である。
　新潟県新潟市新潟観光コンベンション協会の事例については、①出井信夫編著
『「公私協力方式」と「第３セクター方式」の研究　№２』（地域計画研究所、１９９８
－６０－
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－６１－
新潟産業大学人文学部紀要　第１８号　２００７．２
年３月）の２部４章「新しいタイプの公私協力方式による第３セクター方式」２３５-
２４２頁。②博士学位論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―
実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイ
プの出現」の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成
を受けて加筆した論文である。
　新潟県柏崎市新潟産業大学の事例については、①出井信夫編著『「公私協力方式」
と「第３セクター方式」の研究　№１』（地域計画研究所、１９９６年５月）の２部２章
「新潟県・柏崎市の『公私協力方式』による高等教育機関」８３-９１頁。②博士学位論
文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地
域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイプの出現」の論文を
踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論
文である。
　新潟県柏崎市新潟工科大学の事例については、①出井信夫編著『「公私協力方式」
と「第３セクター方式」の研究　№１』（地域計画研究所、１９９６年５月）の２部２章
「新潟県・柏崎市の『公私協力方式』による高等教育機関」９２-１００頁。②博士学位
論文『第３セクターの経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく
地域政策論的研究―』の第６章「第３セクター方式の新たなタイプの出現」の論文
を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した
論文である。

